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放送事業者の電波有効利用の取り組み 

 放送事業者は、国策である地上テレビ放送のデジタル化については、
自らも膨大な費用を負担して取り組み、完遂した結果、周波数帯域を
2/3に圧縮して、1/3は通信事業者等に解放されました。 

• デジタル化による新たな難視の対策（衛星セーフティネット等）は継続中 

 このほか、放送事業者は、地上デジタル放送のホワイトスペースを他
システムと共用するなど周波数再編に対応し、経済的価値が高いとさ
れる周波数帯域の有効利用に貢献してきました。 
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アナログ放送 

周波数帯域を圧縮 
デジタル放送 ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ放送等 携帯電話等 

1ch 12ch  13ch 52ch  53ch 62ch 
特定ラジオマイク 

エリア放送 
ｾﾝｻｰﾈｯﾄﾜｰｸ 

ホワイトスペースを共用 

特定ﾗｼﾞｵﾏｲｸ 

携帯電話 

700MHz帯 
1.2, 2.3GHz帯へ移行 
1.2GHz帯へ移行 

ＦＰＵ 

470-714MHzへ移行 



公共放送の取り組み 

 ＮＨＫは、視聴者が負担する受信料によって運営されている公共放送
であり、電波の利用によって利益を得る企業とは基本的に性格は異
なります。 

 ＮＨＫは、あまねく全国に、豊かで良い放送番組を届け、また、災害時
には必要な情報を迅速かつ的確に提供するなど、放送法で規定され
た公共放送としての使命があり、その責務を果たしてきています。 

 今後とも、いかなる災害時にも放送を継続できるよう、機能強化の投
資を積極的に行うなど、公共放送としての使命の達成に向けて取り
組んでゆきます。 

3 



次期の電波利用料に関する意見 

 電波利用料の使途について 

• 電波利用料の使途は、費用を負担している無線局免許人全体の受益に
真に必要な場合に限定するとともに、現在の全体の歳出規模が増えな
いよう要望します。 

 電波利用料の見直しの考え方について 

• 現行の電波利用料の「基本方針」では、料額の算定に当たって各無線シ
ステムの特性を勘案した方法（特性係数）を採用しています。国民共有
の財産である電波の適正かつ有効な利用を確保する観点から、地上デ
ジタル放送の特性係数については、周波数共用形態や放送事業の有す
る公共性について今後とも十分に考慮されることを要望します。 

• 「電波の経済的価値」の考え方は、営利を目的としないＮＨＫの電波利用
の趣旨とはそぐわない部分があるので、その一層の拡大には賛成でき
ません。 

• 電波利用料の見直しによって、ＮＨＫの負担増につながることのないよう
要望します。 
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